
再生可能エネルギー利用による
CO2削減社会実現への提言

（太陽光、風力、地熱、バイオマス、海水温度差、潮流、等）
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提言の目的

1. わが国の四方海に囲まれた国土は、森林、河川、海洋など自然エネ
ルギーを産出あらゆる条件を有している国家であること。

2. 地球規模で問われている温暖化提言に対する抜本的な政策転換が必
要なこと。

3. 2005年に発行した京都議定書で、わが国は温暖効果ガスを、2012年
までに1990年比6%削減することを約束し2009年国連において元鳩
山首相は25%削減を約束しました。

4. 我が国の産業界は懸命な自助努力により削減目標を地道に遂行して
おります。民生部門及び運輸部門は放置状態になっている為に我が
国の総排出量は逆に増加しております。

5. 温暖化が進むと海面上昇や、異常気象など様々な影響があると推測
されております。



地球温暖化ガス２５％削減提言

1990年に比べて2020年度までに
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1990年　石油換算合計526百万KL

化石燃料,
447,( 85%)

原子力,
47, (9%)

水力新エ
ネルギー,
(32, 6%)

2020年　石油換算合計660百万KL

原子力, 90,
(14%)

水力新エ
ネルギー,
215,(33%)

化石燃料,
355, (53%)

1990年　化石燃料合計447百万KL

LNG, 53,
(12%)

石炭, 89,
(20%)

石油, 305,
(68%)

2020年　化石燃料合計355百万KL

石油, 225,
(64%)

LNG, 90,
(25%)

石炭, 40,
(11%)

化石燃料：CO2係数365 化石燃料：CO2係数274ＣＯ2 25％削減

2020年 1990年に比べて地球温暖化ガスは25％削減可能①
一次エネルギーから見た削減 経済成長率 年1.5％

削減・合理化
太陽光、風力、原子力利用拡大

［ＣＯ2係数）
石炭 1

石油0.3
ＬＮＧ0.8



化石燃料：CO2係数274百万KL

2020年 1990年に比べて地球温暖化ガスは25％削減可能②

使途別エネルギーから見た削減 経済成長率 年1.5％

1990年　合計526百万KL

鉄鋼, 81,
(15%)

化学, 29,
(6%)石油, 18,

(3%)

その他, 20,
(4%)

運輸, 105,
(20%)

電力, 168,
(32%)

民生, 105,
(20%)

（注）運輸・民生とも総エネルギーの1/5

2020年　合計660百万KL

電力, 339,
(52%)

化学, 29,
(4%)

石油, 19,
(3%)

鉄鋼, 81,
(12%)

その他,
(60, 9%)

運輸, 48,
(7%)

民生, 84,
(13%)

削減・合理化
新技術

化石燃料を
CO2係数で25％削減



運輸関係（自動車）の地球温暖化ガス削減計画

1990年　運輸エネルギー105百万KL

従来方式,
105, (100%)

ハイブリッ
ド, (0, 0%)

電気自動
車,( 0, 0%)

2020年　運輸エネルギー164百万KL（省エネ前）

電気自動車, 100,
(60%)

従来方式, 32,
(20%)

ハイブリッド, 32,
(20%)

2020年　運輸エネルギー93百万KL（省エネ後）

電気自動車, 45,
(49%)

従来方式, 32,
(34%)

ハイブリッド, 16,
(17%)

省エネ前

省エネ後

石油エネルギー

80％の車を電気自動車化
（内燃機関の効率15％→火力発電効率43％）

1990年 2020年
105百万KL 48百万KL

電動化により必然的に省エネとなる



民生の地球温暖化ガス削減計画

1990年 2020年
105百万KL 84百万KL

１．太陽電池装置を屋上・側壁に設置（昼は売電、夜は買電）
①戸建て住宅、公共施設、工場、倉庫等に太陽電池装置の設置。

戸建て住宅の屋根30m2当たり1時間につき3KWの発電
3KWH×2,000万戸×1,800H＝720億KWH

→ 売電量16百万KL

②公共施設、工場、倉庫等に太陽電池装置の設置
3億KW×1,800H＝5,400億KWH → 売電量123百万KL

★売電量 ①＋②＝140百万KL（石油換算）
③不足分40百万KLは、非石油エネルギーによる。

旧風力発電、小型水力発電、バイオ燃料、新エネルギー。

２．間伐材・倒木の活用
倒木を放置するとCO2以外に、メタンが発生する。
メタンはCO2の23倍の温暖化バスを発生するので、CO2化する。

その熱を給湯、スターリングエンジン発電に使用。

３．微細藻製油等のバイオ燃料化
自動車以外に航空機、農耕、産業機器の動力用の推進。
JALは双発エンジン1機をバイオ燃料で飛ばした。

４．新技術：水からの水素エネルギー化など
①燃料電池自動車
②航空燃料、ロケット燃料
③水素還元製鉄（石炭コークスが不要）

家電省エネ、LED照明、住宅断熱向上。

電化省エネの必要電力は、太陽光、風力、その他の非化石燃料で生み出す。



産業構造変換による地球温暖化ガス削減計画

1990年 2020年
148百万KL 189百万KL

１．CO2発生の多い産業

該当産業：鉄鋼、セメント、化学等
1990年比の削減は0％、比例成長比で27百万KL▲4％

太陽電池設置事業への進出など、脱化石燃料の促進
重厚長大型産業は、国際競争で横ばい甘受
エネルギーの多消費の削減促進

2．家電産業

電化率の増加に伴い、低電力型製品化の促進



地球温暖化ガス25％削減の環境国債発行

25％10年23.5兆円226兆円合 計

2％20年5,000億円10兆円1,000万戸100万円住宅、施設の断熱性向上

※3％メーカー電力効施設率向上

3％メーカー電気機器効率向上

※2％20年1兆円20兆円2,000万戸100万円個人住宅に太陽電池設置

※3％20年5兆円100兆円20万所5億円公共施設、工場等に太陽電池設置

※2％40年5,000億円20兆円1,000万所200万円バイオ燃料化

※2％5年4兆円20兆円2,000万台100万円ハイブリッド自動車化

※8％3年12兆円36兆円6,000万台600万円電気自動車化

削減率回収年数年間益投資額対象数上昇単価対象項目

環境国債発行額100兆円の循環投資 （下表の※が対象）



地球温暖化ガス25％削減の国家保証の全額融資化

民間金融機関（現在120兆円を国債運用）
預金高580兆円－貸付額420兆円＝160兆円の貸付余力

1. 新エネルギーの生産、使用に関する事項
国家戦略室所管、特区を形成、管理の簡素化、迅速性と低管理コスト化

2. 金融機関への支援
特区事項の融資は、国が金融機関に全額保証（実際運用は90％として金融機関の責任分を残す）

3. 全額融資対象
①自然エネルギーは2010年時点で量産、量販のものは、申請により全額融資
②実用化途上、研究開発中は対象外
③個人、法人、自治体の全てを対象（自己資金0でもできる）
④審査、認証を得て、逐次追加する
⑤融資はメーカー、工事業者に直払い、不実融資防除の事実確認の簡便化
⑥返済は電力会社から直接返済と事務簡素化
⑦返済完了前の家屋所有権移転は、融資完済又は権利義の継承を義務づける

4. 税制優遇
①発電設備は固定資産に計上するが、固定資産税を免除
②個人の場合は見なし法人とし、償却できる
③返済完了前に任意に繰り上げ償却できる。返済額の損金算入を許容する
④返済完了前撤去は、機能健全なものは工事業者が簿価で買取り、転売できる


